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※本資料に記載されている当社の業績予想および将来予測は、現時点で入手可能な情報に基づき、

当社が判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。

そのため、様々な要因の変化により、実際の業績は、これらの見通しとは異なる結果となる可

能性もあることをご承知おき下さい。
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長期成長戦略の位置づけ

今から取り組む必要の
ある戦略に着手

今から取り組む必要の
ある戦略に着手

１

２０１０年～
（短期：１～３年程度）

２０３０年頃
（長期）

～２０２０年
（中期：１０年程度）

○長期成長戦略は、２０３０年頃までの経営環境の変化を念頭において、「関西電力グループ経営ビジョン」の

「お客さま満足No.1企業」をより具体化したもの。

○ありたい姿を実現するためのアクションプランについては、「中長期計画」、「経営計画」に反映して実行する。

○長期成長戦略は、２０３０年頃までの経営環境の変化を念頭において、「関西電力グループ経営ビジョン」の

「お客さま満足No.1企業」をより具体化したもの。

○ありたい姿を実現するためのアクションプランについては、「中長期計画」、「経営計画」に反映して実行する。

（１）これまでの延長線上では対応でき
ない大きな変化
（低炭素社会、資源高・資源制約など）

（２）需要見通しが不透明な中で、設備の
大量更新時期が到来

（３）電気事業の安定成長が約束されない
状況

２０年スパンの長期構想が必要

策定の背景



関西電力グループ
経営ビジョン（２００４．３）

お客さま満足No.1
企業

○常に時代の先を読み、盤石の事業基盤の上に立って、お客さまと社会にとっての

ベストソリューションを第一に追求し、より多くの皆さまにさらなるご満足をいただくこと。

○常に時代の先を読み、盤石の事業基盤の上に立って、お客さまと社会にとっての

ベストソリューションを第一に追求し、より多くの皆さまにさらなるご満足をいただくこと。

ありたい姿経営ビジョン

確固たる価値観

盤石の事業基盤

関電サービスの確立
（１９６４．１）

経営理念

２０３０年にありたい姿 関西電力グループにとっての成長とは何か

これまで培ってきた事業基盤

ベストソリューションの追求

成 長

新時代の
エネルギー安定供給
のパイオニア

エネルギーと暮らし
のベストパートナー

低炭素社会の
メインプレーヤー

さらに幅広
いサービスと
グローバルな
貢献

お客さまと社会のニーズ

・豊富、良質、低廉な電気で
需要家に奉仕
・真心のこもったサービスに全力
・地域社会の発展、繁栄に貢献

２

お客さまと社会にとってのベスト
ソリューションを第一に追求し、
より多くの皆さまにさらなるご満足を
いただく



「たゆまぬ努力」と「５つの挑戦」 ３

「たゆまぬ努力」

○確固たる価値観 ： ＣＳＲ、安全文化、人を大切にする経営のグループ大での徹底

○磐石の事業基盤 ： 安全最優先、高品質で低廉な電気の安定供給・サービスの提供

真心のこもったサービス、お客さまの信頼

地域の発展への貢献、地域の信頼 など

「５つの挑戦」

①「低炭素社会のメインプレーヤー」への挑戦 ： 持続可能な低炭素社会を実現 ＜関西ｅ-エコ戦略＞

②「新時代のエネルギー安定供給のパイオニア」への挑戦 ： 原子力を基軸とした電源ベストミックスの追求、

関電のスマートグリッドの構築 など

③「エネルギーと暮らしのベストパートナー」への挑戦 ： 電気とグループサービスのトータルソリューション

④「グループ事業、国際事業の飛躍的な成長」への挑戦 ： グループ事業が電気事業とのシナジーを高める、

国際事業が国内で培った強みを活かす

⑤「社会とともに歩む長期成長経営」への挑戦 ： もっと長期を見据え、もっと成長志向で、もっとグループワイ

ド、グローバルな視野で社会とともに歩む経営へ

○確固たる価値観や磐石の事業基盤という土台づくりに向けた「たゆまぬ努力」が長期成長の大前提。

○その上で、将来のありたい姿に向けて「５つの挑戦」を実行。

○確固たる価値観や磐石の事業基盤という土台づくりに向けた「たゆまぬ努力」が長期成長の大前提。

○その上で、将来のありたい姿に向けて「５つの挑戦」を実行。



２０３０年における定量的なイメージ

約５００万kＷ
（約２００億kWh）
＋強みを活かした
グローバルな貢献

現状の２倍以上

約６～７割

１，６００億kWh以上

現状の約２倍

１，８００億kWh以上

２０３０年にありたい姿

○省エネルギーの進展や人口減少が見込まれる一方、省エネ・省コ
スト・省CO2といった電化のメリットをお客さまや社会にご理解い
ただくことにより、低炭素化等に貢献する「新たな需要」（約２００
億kWh）を生み出す

１，４６０億kWh販売電力量

電

気

事

業

○電気事業の安定成長に加え、グループ事業、国際事業の利益が
国内電気事業に比肩できるレベルに

－経常利益（連結）

８０万kＷ
（２０億kWh）

約３，０００億円

約５割

１，４８０億kWh

２００８年度実績

国

際

グ
ル
ー
プ

国際事業の規模
<出資割合分出力。

年度末時点。>

（）内、販売電力量

グループ事業の

規模（外販）

非化石電源比率

販売電力量

（国内＋海外）

○海外発電事業（ＩＰＰ事業）を主軸に、堅実な資産獲得、積み上げ

○燃料上流投資による収益拡大への貢献

○ユーティリティ事業やＦＴＴＨなど、既存事業の着実な成長

○お客さまとのつながり（ゲートウェイ）を強化し、よりお客さまの身
近な存在になり、電気と組み合わせて、魅力あるサービスを提供

○安全・安定運転による原子力利用率の維持・向上

○原子力既設プラントの有効活用と合わせ、将来的な新設・リプ
レース

○再生可能エネルギーの積極的な導入等

○国内におけるゆるやかながら着実な伸びを実現し、海外における
販売電力量も拡大

長期成長戦略

４

○安全・品質、安定供給の維持に必要な投資を安定的に実施したうえで、十分な成長投資を行い、電気事業の

安定成長、グループ事業、国際事業の飛躍的成長を果たす。

○生み出されるキャッシュフローは、さらなる成長投資、財務体質の維持・強化、株主への還元などに適切に

配分する。

○安全・品質、安定供給の維持に必要な投資を安定的に実施したうえで、十分な成長投資を行い、電気事業の

安定成長、グループ事業、国際事業の飛躍的成長を果たす。

○生み出されるキャッシュフローは、さらなる成長投資、財務体質の維持・強化、株主への還元などに適切に

配分する。
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○足元は下方修正するものの、長期的には０．９％の伸びを想定。

※数値および年平均伸び率は気温・閏補正後

電力販売計画 ５

（億kWh）

～～

（年度）

2009年度販売計画

20072007～～20182018年度年平均伸び率年度年平均伸び率 0.8%0.8%
（主な内訳）電灯 0.8%

特定規模需要 0.9%

2010年度販売計画

20082008～～20192019年度年平均伸び率年度年平均伸び率 0.90.9％％
（主な内訳）電灯 0.7%

特定規模需要 1.1%

０

（推定実績）

（推定実績）

販売電力量販売電力量
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オール電化住宅獲得件数

※各年度にオール電化成約に至った件数

６

（年度）

[[３ヵ年目標３ヵ年目標]]
３８万軒獲得３８万軒獲得

（万軒）

○２０１０～２０１２年度の合計で、オール電化住宅３８万軒の獲得を目指します。



電源開発計画

（自社開発分）

（他社受電分）

７

発 電 所 名
出力
（万ｋＷ）

運転開始 備 考

舞鶴２号 （石炭） 90 2010.8 2010.2 試運転開始

堺港１号～５号 （ＬＮＧ） 200 2009.4～2010.9
2009.4 １号機営業運転開始
2009.7 ２号機営業運転開始
2009.10 ３号機営業運転開始

姫路第二１号～６号 （ＬＮＧ） 291.9 2013.10～2015.10
コンバインドサイクル
発電方式へのリプレース

和歌山 （ＬＮＧ） 370 2020年度以降 昨年計画から１年先送り

堺第７－３区（仮称） （太陽光） 1 2011.10 工事中

大桑野尻 （水力） 0.05 2011.6
既設ダムからの

河川維持流量を有効活用

新黒薙第二（仮称） （水力） 0.19 2012.12
黒薙第二発電所の
既存設備を有効活用

発 電 所 名
出力
（万ｋＷ）

運転開始 備 考

敦賀 （原子力）
＜日本原子力発電（株）＞

３号

４号

153.8

153.8

2016.3

2017.3

関西・中部・北陸
３社で受電



2,974

3,539

5,108

3,943

2,686

5,150程度

4,450程度

3,935

3,3313,436

2,688
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1,806
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連　結

個　別

設備投資の推移

○電気の安全・安定供給のための設備更新工事、および将来のコスト低減や環境負荷の低減、

収益基盤拡大等に資する投資計画を反映し、高水準の設備投資となる。

８

（年度）

（億円）

（注） ２００９・１０年度の連結データは
内部取引消去前の値



5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

1 0 0

原子力利用率の推移 ９

○当面の間は、高経年化対策工事等を積極的に実施するため、定期検査期間が長期化し、

設備利用率は８０％前後となるが、その後は８５％程度を目指す。

（%）

77.0 75.0
72.4

76.5
78.9

84.1

‘08 ‘09 ‘10 ‘11 ‘12‘07‘06

75.4

70.2

89.190.5

‘05‘04‘03‘02

81.2

（年度）



販売電力量当たりCO2排出量の低減 １０

○２００８～２０１２年度平均で ０.２８２kg-CO2/kWh 程度まで低減することを目標として

設定。（１９９０年度の水準から２０％程度の低減に相当）



情報通信事業

○ＦＴＴＨの契約回線数は着実に増加しており、２００９年度に１００万件を突破しました。

○２０１０年度末には、１１７万件を目指します。

（万件）

（年度）

22

38

１１

ＦＴＴＨサービス

※年度末時点の契約回線数
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総合エネルギー事業 １２

＜主な採用事例＞ ・シャープ堺工場

・ＩＰＳアルファテクノロジ姫路工場

・（仮称）イオン伊丹西ショッピングセンター 他 計 １１件

製造工場・業務用建物（病院・スーパー他）・オフィス等

お客さまに代わって、ユーティリティ設備の設計から施工、所有、運転、保守までを一括し
て提供

・電気事業で培ったノウハウを最大限活用し、長期にわたって高品質・低コストなサービスを提供

ユーティリティ設備

お客さまの工場やビルの操業のために必要となる電気や熱を

供給するための設備

（変圧器、空調設備、ボイラ、停電対策設備、瞬低対策設備等）

ユーティリティサービスの概要

事業の特徴



<フィリピン>
サンロケ水力
345MWダム式水力発
電所によるIPP事業

2003年11月20%25年CPC（台湾中油）

Meiya（美亜）

国光火力

1978年10月
（初号機運開）

15%－丸紅、九州電力、
JBIC、GDF Suez

セノコエナジー社

2007年9月31%15年Dong-Jin（東錦）名間水力

1999年5月39%25年Rojana Industrial Park,  
住友金属, 住金物産ロジャナ火力

2000年3月14%－EBRD, DEXIA,丸紅, 
J-Power,三井物産

東欧省エネ基金

2003年5月50%25年丸紅サンロケ水力

運転開始出資比率売電契約期間パートナープロジェクト名

<台湾>
名間水力
17MW流込式水力発電所
によるIPP事業
国光火力
480MWガス焚きコンバイン
ドサイクル発電所によるIPP
事業

<タイ> ロジャナ火力
281MWガス焚きコンバインド
サイクル発電所による
電熱供給事業

<東欧> 東欧省エネ基金
東欧でのESCO事業

<シンガポール>
セノコエナジー社
3，300MWの火力設備容量を
持つ発電事業会社

１３海外事業

○国内電気事業で培ってきた経営資源を海外の電気事業分野で積極的に活用し、海外のインフラ

整備や、地球環境問題への貢献に積極的に取り組みます。



（年度）

（外販売上高：億円）

○連結子会社、当社附帯事業（ガス、燃料販売、蒸気供給の一部）の合計
○経常利益には、きんでん・エネゲート（’07～）・サンロケパワー （’09～）
の持分相当額を含む

（経常利益：億円）

１４グループ事業の外販売上高・経常利益

外販売上高

1,888

経常利益

2,540

2,156

290

450

2,732

420 2008～2012年度平均
外販売上高 3,400億円以上
経常利益 450億円以上

197
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財務目標および株主還元方針 １５

営業キャッシュフロー（連結）

総資産事業利益率（連結）

自己資本総還元率（連結）

2008～2012

年度平均

各年度４％程度

2012年度

５，５００億円以上 ６，５００億円以上

３％以上 ４％以上

2007～2012年度

２．株主還元方針

１．財務目標

○当社グループの持続的な成長のため、経営基盤強化に取り組むべく、資産効率・投資効率

を勘案しながら経営資源を投入することにより、継続的に営業キャッシュフローを創出し、

企業価値の向上を図ります。

また、その成果を株主のみなさまに対しても適切かつ安定的に配分します。

グループ事業外販売上高 ３，４００億円以上 ３，８００億円以上

グループ事業経常利益 ４５０億円以上 ６００億円以上

＜参 考＞

2009年度予想

６，０００億円程度

３．２％程度

３，２００億円程度

５６０億円程度



電力販売計画の昨年計画との比較

○短期的には、足元の景気後退を織り込んだことなどから、昨年から下方修正。

○長期的にも、足元の景気の落ち込み影響などにより、昨年から下方修正。

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しない場合がある

参考１

（億kWh）

'10計画 '09計画 差 '10計画 '09計画 差

電灯 497 510 ▲ 13 527 538 ▲ 11

電力 61 64 ▲ 3 58 63 ▲ 5

特定規模以外計 559 574 ▲ 15 586 601 ▲ 15

特定規模 891 931 ▲ 40 1,000 1,027 ▲ 27

販売電力量 1,450 1,504 ▲ 54 1,585 1,628 ▲ 43

'１０年度 '１８年度



電力需給計画

原子力

石炭

ＬＮＧ

石油・
その他

水力

原子力

石炭

ＬＮＧ

石油・その他

水力

新エネ等

※1 年度末設備、発電電力量には他社受電分を含んでいる。
※2 端数処理の関係で合計が100とならない場合がある。

○年度末設備構成比 ○発電電力量構成比

参考２

26 28

12

20
20

21 20

23 21

11

0%

20%

40%

60%

80%

100%

'09（推実） '19

45 50

15
17

23
19

7 4
10 10
1 1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

'09（推実） '19

○８月最大電力バランス

年度
項目
最大需要電力
（万ｋＷ）
供給電力計
（万ｋＷ）
供給予備率
（％）

'09
（実績）

3,312

'19

2,701 2,926 2,955 2,973 2,988 3,001 3,050

'10 '11

3,293 3,354 3,266

'14'12 '13

3,251 3,437

22.6 13.8 11.4 12.8 9.3 8.3 12.7

3,331



（億円）

参考３設備投資計画（個別）

３,９４３３,９３５３,３３１総 計

２８２６１４附帯事業

３,９１５３,９０９３,３１７電気事業計

７５１７３３４９１原子燃料

３,１６４３,１７６２,８２６計

３５７３３２３３６そ の 他

３４３３０３３２１配 電

４４２４２８４１１変 電

３９９４１３４２５送 電

１,６２３１,７００１，３３３電 源

電
気
事
業

２０１１年度２０１０年度
２００９年度
（推定実績）



425 358

738 733

1,264
1,144

1,840

1,700

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

3,935

4,267

電　源

原子燃料

流　通

その他・
附帯事業

2010年度 設備投資額（個別）の昨年度計画との比較

（億円）

[火力]

堺港発電所設備更新の効率

化等による減

[送変電]

工事の平準化・効率化等に

よる減

[今年度計画][昨年度計画]

参考４

主な増減要因



350 358 385

491
733 751

1,157

1,144 1,184

1,333

1,700 1,623

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

'09 '10 '11

3,331

3,935 3,943

電　源

流　通

原子燃料

その他・
附帯事業

設備投資（個別）の主な増減要因 （経年比較）

（年度）

（億円）

[火力]

・堺港発電所設備更新工

事、舞鶴発電所建設工

事に係る支出の減

・姫路第二発電所設備更

新工事、原子力発電所

の信頼度向上のための

工事に係る支出の増

[送変電]

・新規需要対策工事の減

・原子燃料の取替の増加

[火力]

・堺港発電所設備更新工

事、舞鶴発電所建設工

事に係る支出の減

・姫路第二発電所設備更

新工事に係る支出の増

[送変電]

・高経年化対策による増

参考５


